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（素案） 

～ 素案全般における注意事項 ～ 

・確定できていない内容や数量等については黄色で網掛けしています。 

・掲載されている図表は暫定的なものであるため、随時変更・修正していきます。 
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【本文を御覧いただく際の注意点】 

図表の数値については、端数処理の都合で合計と内訳が合わないことがあります。 
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 はじめに 

本市は、これまで「文教住宅都市憲章」の理念のもと、厳しさを増す財政状況の中で

も、継続的な行財政改革を実行しつつ、その時々の社会経済情勢に応じた施策を展開

する中で、時代の変化に対応した公共サービスの提供を目指したまちづくりを推進してき

ました。しかし、これらの改革は、毎年度の資金の収支に関する改革が中心であり、土地

や建物、インフラなど、保有する資産に関する改革の取組は、他の行財政改革と比べると

進みが遅れていた状況にありました。 

本市が保有するこれらの資産は、税金をもとに取得や整備がなされてきた貴重な財産

です。限られた財源の中で、これらの資産を有効活用し、効率的な施設の維持管理、更

新に努めていくことは、将来のまちづくりに繋がる重要な取り組みであり、まさに持続可能

な都市経営の基盤となるものです。 

このため、本市における資産・負債改革を推進するため、平成２０(２００８)年度に、「公

共施設マネジメント白書」を策定し、公共建築物の老朽化の実態把握に着手しました。 

これらの現状分析の結果、本市が保有する公共施設等の老朽化は、全国的にも進ん

だ状況にあり、持続可能な行財政運営と将来のまちづくりにとって、非常に大きな課題で

あることがわかりました。 

この現状認識に基づき、平成２４（２０１２）年５月に、公共施設等のうち公共建築物に

関する老朽化対策の基本方針をまとめた「公共施設再生計画基本方針」を策定すると

ともに、平成２６（２０１４）年３月には、当該基本方針に基づく「公共施設再生計画」を策

定し、現在も公共施設等の再生に取り組んでいます。 

その後、令和２（２０２０）年３月に当該計画の見直しを行った際に、対象施設を明確に

するために名称を「第２次公共建築物再生計画」に変更しており、令和８（２０２６）年３

月には「第３次公共建築物再生計画」（以下「再生計画」という。）を策定し、引き続き

公共建築物の老朽化対策を実施しています。 

このような本市独自の取り組みを進めてきた中で、平成２５（２０１３）年１１月に、国か

ら「インフラ長寿命化基本計画」が公表され、平成２６（２０１４）年４月には総務省から、

当該基本計画に基づく、公共施設等の老朽化対策に関する「公共施設等総合管理計

画」及び当該総合管理計画に基づく「個別施設計画」の策定要請があり、平成２８（２０

１６）年３月には、「習志野市公共施設等総合管理計画」（以下「本計画」という。）を策

定し、公共建築物に加え、インフラ及びプラント系施設の老朽化対策の基本的な考え方
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や取り組みの方向性を公表しています。 

今回の改訂は、令和７（２０２５）年度末までに策定された公共施設等の「個別施設計

画」の内容を勘案したうえで、本計画の内容を見直したものとなっています。 

なお、令和元（２０１９）年末に発生した新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の

世界的な蔓延は、我が国の社会に大きな影響を与え、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大を防ぐための新しい生活様式が提唱されたことから、今後はこのことにも配慮し、

時代の変化に対応した公共サービスを継続的に提供していけるよう、公共施設等の再

生の取り組みを進めていくこととします。 

 

【令和７（２０２５）年度改訂に伴う本計画の記載内容について】 

今般、令和８（２０２６）年度を始期として、本市の最上位計画である次期「長期

計画」が策定されることに合わせて、本計画の改訂及び再生計画の策定を同時に

実施することとなり、それぞれの計画の位置付けを明確なものとするため、記載内容

を整理しました。 

・本計画 ：総務省の指針※により「記載が必要な項目」及び「記載すること

が望ましい項目」が示されていることから、構成を当該指針に合わ

せ、各章、節、項、号のタイトルには該当する指針の項目番号を併

記しています。 

          ※「公共施設等総合管理計画の策定等に関する指針の改訂について」 

（令和５（２０２３）年１０月１０日付け総財務第１５２号） 

・再生計画：これまで本市が独自に取り組んできた計画であることから、計画策

定の背景や、「公共施設等の再生」に関する本市の基本的な方針

については、再生計画にのみ記載しています。ただし、これらは原則

として両計画に係るものとして整理しています。 

なお、「インフラ・プラント系施設」は、市民生活に密接に関わるものであり、廃止

や統廃合を行うためには、都市構造自体を見直さなくてはならないことから、当面

は、長寿命化対策を基本とするとともに、優先度を見極めながら適正な時期に機

能の更新をしていきます。 

また、安全で快適な市民生活を支えていくために、中・長期的な視点に立ち、健

全度の点検・調査を行うなど適切な維持管理を行います。 


